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要       約 

トロール調査で求めた東北海域と北海道太平洋岸の現存量、沖合底びき網漁業およびロ

シア船の CPUE から、資源水準は中位、資源動向は減少傾向にあると考えられる。イトヒキ

ダラの成長は遅く成熟まで 5年以上を要し、一度親魚が減少してしまうと回復するのが難

しい種であることから、親魚量を維持することが資源管理において最も重要である。平成

20 年度 ABC 算定のための基本規則 2-1）に基づき、ABC limit=Cave × γ、ABC target=ABC 

limit × αとし、γをトロール調査の現存量の変化率から求めた係数、Cave を過去５年

間の平均漁獲量として ABC を求めた。 

2009年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合

ABC limit 32千トン 0.84Cave5-yr - -

ABC target 25千トン 0.8・0.84Cave5-yr - -

ABCは1000トン未満で四捨五入した

年 資源量（千トン） 漁獲量（千トン） F値 漁獲割合

2006 - 41 - -

2007 - 39 - -

2008

 

水準：中位  動向：減少 

 

1.まえがき 

イトヒキダラはすり身原料として利用、加工され、北海道および東北地方の太平洋岸で

主に沖合底びき網により漁獲されている。本種の漁獲量は 1980 年代まで少なかったため、

北海道、東北海域ともに魚種別の漁獲データが集められていなかった。しかし 1990 年代に

入りスケトウダラの代替資源としての注目度が高くなり、主対象魚として漁獲されるよう

になった。 

近年、イトヒキダラはロシアに対して漁獲が割り当てられている。日本水域内のロシア

船の漁獲量は、1996～1997 年には 0トン、1998 年には７千トン強、1999 年には 19 千トン

と増加し、2000～2007 年には 24～27 千トンで推移している。このように国内外における

注目度が高くなってきており、漁獲量も多いことから、資源の動向には注意を払う必要が

ある。 
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シ

や浅海域の魚類に比べて漁獲に加入するまでに長い時間を

要

合の推移 

査の結果、2007 年 10～11 月時点の東北海域のイトヒキダラ現存量は 32,958 トン

は 2006 年の半分以下であり、調査データのある 1995 年以

降

と推定された。また、襟裳以西の 500m 以浅では、刺網などの漁具が多く曳網

で

mの山

は

ア船の漁獲物もほぼ 35cm 以上であり、40～50cm が主体であることがオブザーバーの報

告から明らかになっている。 

成長式から推定すると体長 30cm の個体は５歳、37～38cm の個体は 7 もしくは 8 歳に相

当するため（図 2）、他のタラ類

するといえる。 

 

（4）資源量と漁獲割

調

(CV=0.13)と推定された。この値

では最も少ない。1995 年以降の現存量の変化をみると、東北海域のイトヒキダラの現存

量は 33 千～73 千トンの範囲で推移しており、2003 年以降の 5年間では減少傾向にあった

（表 3）。 

2008 年 6～7 月に道東海域でトロール調査を行った結果、イトヒキダラの現存量は

11,159 トン

きなかったため、500m 以深については現存量調査の結果を用い、500m 以浅については海

域面積に道東海域の水深別分布密度を乗じて現存量を推定した。その結果、襟裳以西の現

存量は 9,078 トンとなり、北海道太平洋岸における現存量は合わせて 20,237 トンと推定さ

れた。この現存量は、調査を開始した 1999 年以降の 10 年間で最も少なく、2007 年の２番

目に少なかった 2003 年と比べても半分以下と極端に低い値となっている(表 3)。 

また、東北海域の体長組成の経年変化から、小型の個体の山は数年に一度しか発生しな

いことが示された（2002 年、2003 年は続けて発生）。1996 年に発生した体長 5～12c

経年的に徐々に成長し、2003 年になってようやく親魚の山と同じになった（別添図 1）。

したがってイトヒキダラの成長は遅く、ときどき発生する年級が資源を支えていると考え

られた。 

なお、調査の結果は、着底トロールによるものであり、海底から 3～4m までに分布する

表３．日本周辺におけるイトヒキダラの現存量の経年変化（単位：トン）

 現存量
年 東北  北海道 （道東） 北海道 （襟裳以西）  計

1995 40,671  -  -  -

1996 40,757 - -  -
1997 72,813  -  -  -
1998 38,791  -  -  -
1999 46,154 72,382 48,222 166,758

2000 53,827 54,871 38,936 147,634
2001 36,979 70,448 39,708 147,135

2002 43,437 35,664 19,333 98,434
2003 46,515 18,440 34,187 99,142
2004 55,032 44,387 48,848 148,267
2005 46,589 61,155 18,882 126,626

2006 71,054 41,828 88,887 201,769
2007 32,958 37,688 32,528 103,174

2008 11,159 9,078
注1）現存量はトロール調査（採集効率＝0.256）により算出した。ただし2005および2006年の北海道は異なる網を用いたため採集効率0.45で算出

注2）1999, 2000年の襟裳以西現存量は海域面積に道東の水深別分布密度を乗じて推定した値

注3）2001年の襟裳以西現存量の600m以深は調査結果、600m以浅は海域面積に道東西部の水深別分布密度を乗じて推定した値

注4）2002年以降の襟裳以西現存量の600m以深は調査結果 、600m以浅は海域面積に道東西部の水深別分布密度を乗じて推定した値
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イトヒキダラの密度や体長組成を示している。これまでにイトヒキダラは海底より 20～
50

 トヒキダラは漁業の歴史が浅いことから、利用できる漁獲データは、本格的な漁獲が

のである。そのため、1990年以降の沖底およびロシア船のCPUE、

かった。

し

現存量が極めて少なかったことなどを重視し、動向は減少と判

断

ABC の算定 

1）資源評価のまとめ 

他の漁業に影響を受けやすい。また、底層に多く分布するものの、

布すると考えられているため、着底トロール調査では絶対値と

ABClimit=2003～2007 年の平均漁獲量× γ 

imit × α 

量変化の傾きから 2008 年の東北の現存量を推定し（50 千

ン）、北海道の現存量を合わせて 2008 年の海域全体の現存量を求めた。次に 2004 年から

20

m ほど上方にも分布することが知られており（Yokota and Kawasaki 1990）、着底トロ

ールから厳密な資源量を調べることは現状では難しい。そのため、この調査で求めた値は

相対的な資源量の指標値とし、資源変動を示すものとして用いた。 
 

（5）資源の水準・動向  

イ

始まった1990年代以降のも

さらに東北海域では 1995～2007 年の 13 年分、北海道太平洋岸では 1999～2008 年の 10 年

分の調査による現存量結果をもとに資源状態を判断した（表 2、図 6、図 7）。 

東北海域と北海道太平洋岸における現存量調査結果によると、最近 9年間の現存量は 98

千トン～202 千トンで推移している。2007 年の現存量は過去 9年で 3番目に少な

かし、金華山海区の沖底および東北海域のロシア船の CPUE には大きな変動は認められず、

北海道太平洋岸のロシア船の CPUE は増加傾向にあった。調査船と商業船の結果は一致して

いなかったが、現状ではどちらの情報も排除することは難しいため、双方の結果から資源

は中位水準と判断した。 

比較的推定精度の高いと考えられる東北海域で若干の減少傾向が認められることに加え、

2008 年の北海道沖の調査で

した。 

 

5．2009 年

（

 イトヒキダラの漁獲は

底層から離れた水域にも分

しての資源量の把握が難しい。そこで、最近 5 年の平均漁獲量にトロール調査による現存

量の変化から求めた変化率を乗じて 2009 年の ABC を算定した。 

 

（2）ABC の算定 

 

  ABCtarget=ABCl

 

東北海域の過去 13 年間の現存

ト

08 年における現存量の回帰式を求めた（図 9）。2007 年の東北海域の現存量が過去 13 年

で最低だったこと、2008 年北海道太平洋岸の現存量が極めて少なかったことから、これら

の直近年の少なさを強調するため、回帰式は最近 5年分の現存量で求めた。その回帰式を

もとに直近年における変化率を求めると、変化率は-0.162 となる。 
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い種であることから、最近 5年の変化率を用いて ABC limit を算出した。 

 

（4）ABC の再評価 

2007 年（2008 年再評価）の ABClimit は 2007(2006 年当初)に比べてやや低くなった（表 

4）。これは 2007 年の漁獲量がやや少なく、5年平均の漁獲量が減ったためである。 

 

6． 以外の管理方策への提言 

熟年齢に達しても毎年産卵に参加するわけではないことが明らかにな

っ

う

関係. GSK 底魚部会報, 3, 23-33. 

1980）A review of sperm whale food. Sci. Rep. Whales Res. Inst., 32, 

Kodo v（1986）ソ連の水産研究, (25) 太平洋の生物資源－イ

野別 ema longipes（Schmidt）の生活史および生態に

Paut (1980) Distribution and biology of Laemonema (Laemonema longipes 

田中 ．東海区水研報, 28, 

和田一雄（1971）三陸沖のオットセイの食性について．東海区水研報, 64, 1-37. 

ABC

 イトヒキダラは成

ており、実際加入も不定期に複数年に 1回起きている。そのため加入動向には注意を払

必要がある。 

表４．過去の管理目標・基準値、ABC(当初・再評価）レビュー

資源量 ABClimit ABCtarget 漁獲量

初） 1.04Cave5yr - 40 32

2008年（2008年再評価） 0.84Cave5yr - 32 25

量の単位は千トン

評価対象年（当初・再評価） 管理基準

2007年（2006年当初） 1.00Cave5yr - 39 31

2007年（2007年再評価） 1.00Cave5yr - 39 31

2007年（2008年再評価） 1.00Cave5yr - 38 30 39

2008年（2007年当
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あるいは現存尾数（B）とした。 
    (3) ii AB ⋅= id

∑= iBB     (4) 

現存尾数については、体長１cm ごとの計算も行い、海域全体の年齢別体長組成を求めた。

調査海域全体における資源の標準誤差（SE）および変

動係数（CV, %）を下式により求めた。なお、

尾数の指標値に対する値であり、採集効率の推

また、採集効率には 0.256 を用いた。 
i 層の密度の標準偏差（SDdi）を求め、niと Aiにより i 層における現存量あるいは現存

尾数の標準誤差（SEBi）を計算し、

ここで得られる CV とは現存量および現存

定誤差は含んでいない。 

i

di
BSE i

i n

SDA ⋅
=     (5) 

∑= 2
iB     (6) SESE

B
SE 100CV ×

=     (7) 

 

補足資料 3 

調査船調査の経過及び結果 
若鷹丸による底魚類資源量調査ならびに底魚類共同

月）ならびに夏季（6～7 月）に着底トロールを用いて実施されている。

用している着底トロール網の構成は、袖網長 13.0m
り、コッドエンドの長さは 5.0m である。コッドエンドは

合が 50mm、外網の目合が８mm 角、すれ防止用の最も外側を覆う網の目合が 60mm で

体も外網により採集可能な構造となっている。1 回の曳網時間は原則として

日の出から日没までの間に船速 2.5～3.5 ノットで行われてい

資源調査は、それぞれ秋季（10～11
これらの調査で使

、身網長 26.1m、網口幅が 5.4m であ

3 重構造となっており、内網の

目

あり、小型個

30 分間とし、全ての曳網は

る。船上で各々の曳網で採集されたイトヒキダラの尾数と重量を計数・計量した後、被鱗

体長を計測している。下記に最新の調査の調査点と現存量で引き延ばした漁獲物の体長組

成を示した。 
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の

では採集効率を 0.15 とした場合（F=0.272）の近年の%SPR は 22.3%とやや低くなる。 

等%SPR曲線を示した。仮に調査の採集効率を0.2とした場合(F=0.29)、近年の漁獲の%SPR

は 20.9%であり、経験的に好ましいとされる値（20～40%）の範囲内になる。また、採集効

率を 0.15 とした場合(F=0.212)の近年の%SPR は 28.1%となり、妥当と考えられる採集効率

から求めた現存量に基づくと、現状の漁獲圧はほぼ効率的と判断される。ただし、2007 年
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